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１．国全体の外国人人口の長期推計

● 社人研の推計によると、総人口において日本人は減少する一方、
外国人は2050年に729万人（総人口の7.0％）、2070年に939万人(同10.8％)へと増加
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２．富山県の外国人材の概況①

（資料出所）厚生労働省富山労働局 「富山県における外国人雇用状況の届出状況」（令和５年10月末時点）
※１事業所数は令和３年経済センサス-活動調査確報集計結果（総務省統計局及び経済産業省）富山県内事業所数「48,987」より算出。
※２富山県労働者数は令和2年国勢調査「就業状態等基本集計」(令和4年5月公表)富山県の就業者数「547,577」より算出。

・令和５年10月末時点で外国人労働者を雇用している事業所数は2,295カ所であり、10年前の平成26年度比約1.8倍増。
（県内事業所で外国人労働者を雇用している事業所割合は約５％（※１））

・令和５年10月末時点で外国人労働者数は13,427人であり、10年前の平成26年度比約2.2倍増。
（富山県内労働者数における外国人労働者数の割合は約２％（※２））
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２．富山県の外国人材の概況②

在留資格別外国人労働者の割合（※２）国籍別外国人労働者の割合（※１）

（資料出所）厚生労働省富山労働局 「富山県における外国人雇用状況の届出状況」（令和５年10月末時点）
※１ G7等とは、フランス、アメリカ、イギリス、ドイツ、イタリア、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、ロシアをいう。
※２ 「身分に基づく在留資格」には、「永住者」「日本人配偶者等」「永住者の配偶者等」「定住者」が該当する。

「専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職１号・２号」「経営・管理」「法律・会計業務「医
療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転勤」「介護」「興行」「特定技能」が該当する。

・国籍別にみると、ベトナム人が最も多く4,427人で外国人労働者数全体の33.0％を占める。次いで、中国人2,240人
（同16.7％）、フィリピン1,859人（同13.8％）、インドネシア1,462人（同10.9％）、ブラジル人1,283人（9.6％）
の順となっている。

・在留資格別にみると、「技能実習」が外国人労働者数全体の44.0％を占め、次いで「身分に基づく在留資格」29.3％
「専門的・技術的分野の在留資格」が20.6％となっている。
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２．富山県の外国人材の概況③

（資料出所）厚生労働省富山労働局 「富山県における外国人雇用状況の届出状況」（令和５年10月末時点）
※サービス業（他に分類されないもの）には、自動車整備業、職業紹介・労働者派遣業が含まれる。

・産業別に外国人雇用事業所をみると、「製造業」が31.7％を占め、次いで「建設業」が18.1％、「卸売業、小売業」
が14.8％となっている。

・産業別に外国人労働者数をみると、「製造業」が45.2％を占め、次いで「サービス業（ほかに分類されないもの）」
が16.2％、「卸売業、小売業」が11.3％、「建設業」が10.4％となっている。

産業別外国人雇用事業所の割合 産業別外国人労働者数の割合（※）
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２．富山県の外国人材の概況④

（資料出所）厚生労働省富山労働局 「富山県における外国人雇用状況の届出状況」（令和５年10月末時点）

・事業所規模別に外国人雇用事業所をみると、「30人未満」規模の事業所数が最も多く、事業所数全体の59.7％を占め、
次いで、「30人～99人」規模の事業所、「100～499人」規模事業所、「500人以上」規模事業所の順になっている。

・事業所規模別に外国人労働者数をみると、「30人未満」規模の事業所の労働者数が4,674人で最も多く、外国人労働者全
体の34.8%を占め、次いで、「100～499人」規模の事業所、「30～99人」規模の事業所、「500人以上」規模の事業所
の順となっている。

事業所規模別外国人雇用事業所の割合 事業所規模別外国人労働者数の割合
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２．富山県の外国人材の概況⑤

（資料出所）厚生労働省富山労働局 「富山県における外国人雇用状況の届出状況」（令和５年10月末時点）より、富山県商工労働部が作成。
※サービス業（他に分類されないもの）には、自動車整備業、職業紹介・労働者派遣業が含まれる。

※「専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職１号・２号」「経営・管理」「法律・会計
業務「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転勤」「介護」「興行」「特定技能」が該当する。

・「専門的・技術分野の在留資格」については、「製造業」が約41%、「卸売業、小売業」が約20%となっている。
・「技能実習」については、「製造業」が約60%、「建設業」が約18％となっている。
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３．県内企業の外国人材活用の受け止め

企業の賃上げ・人材確保に関して現在行っている取組みの中で、「外国人材を活用する」は限定的 (9.5%)

企業が賃上げ・人材確保に関して、現在行っている取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可

（資料出所）富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果（令和５年度）富山県商工労働部労働政策課
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４．富山県外国人材活躍・多文化共生推進プランの施策 ～外国人材活躍～

令和元年９月に策定されたプランに基づき、外国人材活躍施策を進めてきた
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５．富山県で実施している外国人材活用促進についての主な取り組み ～受け入れ面～

〇アジア高度人材受入事業【R6当初 1,890万円】
県内中小企業における即戦力の高度外国人材（在留資格：技術・人文知識・国際業務）の確保を支援する

ため、①アジア諸国の理系人材と富山県内中小企業のマッチング②採用内定者に対する入国前の日本語教育
等（「富山就職プログラム」）を実施。
（マッチング実績 R元：3名 R2：8名 R3：2名 R4：4名 R5：1名 計18名）
※R元～4の対象国：ベトナムのみ。R5の対象国：ベトナム、インドネシア、ミャンマー。
対象企業：初めて外国人材を受け入れる企業のみ。

〇外国人材採用・就職サポート事業【R6当初 380万円】
県内企業における高度外国人材等活用を促進するため、企業の外国人材受入れを総合的に支援する「外

国人材活用支援デスク」設置（2023(R5)年９月）。
① 県内企業向けの外国人材活用セミナー（制度周知、県内事例紹介等）
② 県内企業向けの外国人材受入れの相談窓口
③ 県内企業向けのマッチング支援（支援デスクが県内企業と外国人材紹介会社を仲介）
④ 県内企業における外国人材の就労環境改善に関する調査を実施（2024(R6)年度拡充）

県ではこれまで、外国人材の活用促進については、受け入れ及び定着の両面から対応を行っており、
受入れ面の主な施策は、①アジア高度人材受け入れ事業、②外国人材用・就職サポート事業

事業のポ
スター画
像を貼っ
てくださ
い。

事業のポ
スター画
像を貼っ
てくださ
い。
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５．富山県で実施している外国人材活用促進についての主な取り組み ～定着面～

〇外国人材日本語習得サポート補助金【R6当初 285万円】
県内企業における技能実習生等の外国人材の活躍を支援するため、日本語能力向上のために実施する研

修について、費用補助を行う。
・対象：県内企業等で外国人材を雇用する企業等、技能実習生の監理団体、登録支援機関
・補助率：補助対象経費の２分の１、補助上限額：15万円

〇外国人材地域交流促進事業【R6当初 240万円】
外国人材受入の新制度を見据え、長期就労の外国人材から選ばれる富山県に向けて、地域における外国

人材の交流や共生の取組みを募集し、好事例に対して補助を行う。
・対象：県内の外国人材受入中小企業、技能実習監理団体、登録支援機関 など
・対象事業：地域との交流を通して外国人材の企業への定着を促進する、県内で実施される事業 等
・事業例：外国人材の地元行事やスポーツ大会への参加、空き家を活用した地域住民との交流イベント
・補助率：補助対象経費の２分の１、補助上限額：20万円

事業のポ
スター画
像を貼っ
てくださ
い。

事業のポ
スター画
像を貼っ
てくださ
い。

県ではこれまで、外国人材の活用促進については、受け入れ及び定着の両面から対応を行っており、定着面の主な施策
は、①外国人材地域交流促進事業②外国人材日本語習得サポート補助金③技能実習生スピーチコンテスト

〇技能実習生スピーチコンテスト【R6当初 45万円】
県内企業に所属する技能実習生を対象に、文化や習慣の異なる日本での経験等につい

て習得した日本語を用いて発表する場を設けることで、日本語能力の更なる向上ととも
に国際理解や多文化共生の普及を図る。
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６．外国人材活用促進についての課題と対応の方向性

・人手不足の解消の手段の一つとして、外国人材
の選択肢があると認識している企業は一部に
とどまっている

・外国人材の活用を検討している企業の中には、
外国人材を安価な労働力であると認識し、
外国人材とミスマッチが生じているものもある

課題

・企業訪問等を通じた、ニーズの
掘り起こし

・「外国人材活用支援デスク」に
おいて、外国人材活用企業の
事例をセミナー等で県内の企業
経営者や人事担当者に紹介し、
適切な方法等を共有

対応の方向性

・新たに創設される育成就労制度では、転籍要件
が緩和されるため、都市部への外国人材の流出
が懸念される

・職場での定着支援の取組強化

・富山労働局との雇用対策協定に
基づく取り組みの推進

受け入れ面

定着面


